
 

 

 函館市建築基準条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和７年３月１４日 

 

                  函館市長 大 泉   潤   

 

函館市条例第３６号 

   函館市建築基準条例の一部を改正する条例 

 函館市建築基準条例（昭和３５年函館市条例第１０号）の一部を次の  

ように改正する。 

第２条中「第６条第１項第４号」を「第６条第１項第３号」に改める。 

第１０条を次のように改める。 

第10条 削除 

 第６０条の１２第１項各号列記以外の部分中「第３項各号」を「第５

項各号」に改め，同項第１号中「７，０００円」を「１１，０００円」

に改め，同項第２号中「１２，０００円」を「２５，０００円（令第10

条第３号または第４号に掲げる建築物（以下「特例建築物」という。）

にあつては，２１，０００円）」に改め，同項第３号中「１９，０００

円」を「３９，０００円（特例建築物にあつては，３３，０００円）」

に改め，同項第４号中「２７，０００円」を「５２，０００円」に改め，

同項第５号中「４２，０００円」を「８４，０００円」に改め，同項第

６号中「５８，０００円」を「１１９，０００円」に改め，同項第７号

中「１６０，０００円」を「３４６，０００円」に改め，同項第８号中

「２８０，０００円」を「５８３，０００円」に改め，同項第９号中「 

５１０，０００円」を「１，０６８，０００円」に改め，同条第４項第

１号中「１０，０００円」を「１２，０００円」に改め，同項第２号中

「６，０００円」を「７，９００円」に改め，同項を同条第７項とし，

同条第３項第１号中「１１，０００円」を「１２，０００円」に改め，

同項第２号中「７，０００円」を「８，８００円」に改め，同項を同条



第５項とし，同項の次に次の１項を加える。 

６ 法第８７条の４において準用する法第６条の２第１項の規定による

確認または法第８７条の４において準用する法第１８条第４項の規定

による審査を受けた建築設備の計画を変更してする建築設備の設置に

ついて，法第８７条の４において準用する法第６条第１項の規定によ

る確認の申請または法第８７条の４において準用する法第１８条第２

項の規定による通知をしようとする者は，前項に規定する手数料を納

めるほか，申請または通知の際に，建築設備１基につき，手数料とし

て８，８００円を納めなければならない。 

 第６０条の１２第２項の次に次の２項を加える。 

３ 法第６条の２第１項（法第８７条第１項において準用する場合を含

む。）の規定による確認または法第１８条第４項（法第８７条第１項

において準用する場合を含む。）の規定による審査を受けた建築物の

計画（次項において「確認等を受けた建築物の計画」という。）を変

更してする建築物の建築，大規模の修繕もしくは大規模の模様替えま

たはその用途の変更について，法第６条第１項（法第８７条第１項に

おいて準用する場合を含む。）の規定による確認の申請または法第18

条第２項（法第８７条第１項において準用する場合を含む。）の規定

による通知をしようとする者は，第１項に規定する手数料を納めるほ

か，申請または通知の際に，申請または通知１件につき，次の各号に

掲げる床面積の合計の区分に応じ，当該各号に定める額の手数料を納

めなければならない。 

 (1) ３０平方メートル以内のもの １１，０００円 

 (2) ３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの 

   ２５，０００円（特例建築物にあつては，２１，０００円）  

 (3) １００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの 

   ３９，０００円（特例建築物にあつては，３３，０００円） 

 (4) ２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの 

   ５２，０００円 

 (5) ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの  



   ８４，０００円 

 (6) １，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内の  

  もの １１９，０００円 

 (7) ２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内  

  のもの ３４６，０００円 

 (8) １０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以  

  内のもの ５８３，０００円 

 (9) ５０，０００平方メートルを超えるもの １，０６８，０００円 

４ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該

各号に定める面積について算定する。 

(1) 建築物の建築をする場合（移転する場合を除く。）  次に掲げる

場合の区分に応じ，それぞれ次に定める面積 

ア イに掲げる場合以外の場合 確認等を受けた建築物の計画（当

該変更しようとする建築物の計画に限る。）に係る建築物の床面

積 

イ 当該変更前に建築物の計画を変更したことがある場合 確認等

を受けた建築物の計画（当該変更しようとする建築物の計画に限

る。）に係る建築物の床面積の２分の１ 

(2) 建築物の移転をし，その大規模の修繕もしくは大規模の模様替え

をし，またはその用途の変更をする場合 確認等を受けた建築物の

計画（当該変更しようとする建築物の計画に限る。）に係る建築物

の床面積の２分の１ 

 第６０条の１２に次の１項を加える。 

８ 法第８８条第１項および第２項において準用する法第６条の２第１

項の規定による確認または法第８８条第１項および第２項において準

用する法第１８条第４項の規定による審査を受けた工作物の計画を変

更してする工作物の築造について，法第８８条第１項および第２項に

おいて準用する法第６条第１項の規定による確認の申請または法第88

条第１項および第２項において準用する法第１８条第２項の規定によ

る通知をしようとする者は，前項に規定する手数料を納めるほか，申



請または通知の際に，一の工作物につき，手数料として７，９００円

を納めなければならない。 

 第６０条の１７を第６０条の１９とし，第６０条の１６を第６０条の

１８とし，第６０条の１５を第６０条の１７とする。  

 第６０条の１４第１号中「１０，０００円」を「１２，０００円」に

改め，同条第２号中「１３，０００円」を「１４，０００円」に改め，

同条第３号中「１６，０００円」を「１７，０００円」に改め，同条第

４号中「２２，０００円」を「２３，０００円」に改め，同条第７号中

「１１０，０００円」を「１０９，０００円」に改め，同条第８号中「

１７０，０００円」を「１７２，０００円」に改め，同条第９号中「 

３４０，０００円」を「３３１，０００円」に改め，同条を第６０条の

１６とする。 

 第６０条の１３第１項各号列記以外の部分中「第４項第１号」を「第

６項第１号」に改め，同項第１号中「１１，０００円」を「 1 4 , 0 0 0 

円（特例建築物にあつては，１３，０００円）」に改め，同項第２号中 

「１４，０００円」を「１７，０００円（特例建築物にあつては， 

１５，０００円）」に改め，同項第３号中「１８，０００円」を「 

２１，０００円（特例建築物にあつては，１８，０００円）」に改め，

同項第４号中「２４，０００円」を「２７，０００円」に改め，同項第

５号中「３９，０００円」を「４１，０００円」に改め，同項第６号中

「５４，０００円」を「５６，０００円」に改め，同項第８号中「 

２００，０００円」を「２０２，０００円」に改め，同項第９号中「 

４００，０００円」を「３９１，０００円」に改め，同条第２項各号列

記以外の部分中「第４項第１号」を「第６項第１号」に改め，同項第１

号中「１０，０００円」を「１３，０００円」に改め，同項第２号中「

１３，０００円」を「１６，０００円」に改め，同項第３号中「 

１７，０００円」を「２０，０００円」に改め，同項第４号中「 

２３，０００円」を「２６，０００円」に改め，同項第５号中「 

３６，０００円」を「３８，０００円」に改め，同項第６号中「 

５１，０００円」を「５３，０００円」に改め，同項第８号中「 



１９０，０００円」を「１９２，０００円」に改め，同項第９号中「 

３９０，０００円」を「３８１，０００円」に改め，同条第４項第１号 

中「１４，０００円」を「１５，０００円」に改め，同項第２号中「 

１１，０００円」を「１２，０００円」に改め，同項を同条第６項とし，

同条第３項の次に次の２項を加える。 

４ 法第６条の２第１項（法第８７条第１項において準用する場合を含

む。）の規定による確認または法第１８条第４項（法第８７条第１項

において準用する場合を含む。）の規定による審査を受けた建築物の

計画（次項において「確認等を受けた建築物の計画」という。）に係

る建築物の建築，大規模の修繕または大規模の模様替えの工事の完了

について，法第７条第１項の規定による検査の申請または法第１８条

第２０項の規定による通知をしようとする者（当該建築物について，

第６０条の１２第３項の規定により同項に規定する手数料を納めた者

または同条第６項もしくは第８項の規定により同条第６項もしくは第

８項に規定する手数料を納めた者を除く。）は，第１項または第２項

に規定する手数料を納めるほか，申請または通知の際に，申請または

通知１件につき，次の各号に掲げる床面積の合計の区分に応じ，当該

各号に定める額の手数料を納めなければならない。 

 (1) ３０平方メートル以内のもの １１，０００円 

 (2) ３０平方メートルを超え，１００平方メートル以内のもの 

   ２５，０００円（特例建築物にあつては，２１，０００円） 

 (3) １００平方メートルを超え，２００平方メートル以内のもの 

   ３９，０００円（特例建築物にあつては，３３，０００円） 

 (4) ２００平方メートルを超え，５００平方メートル以内のもの 

   ５２，０００円 

 (5) ５００平方メートルを超え，１，０００平方メートル以内のもの  

   ８４，０００円 

 (6) １，０００平方メートルを超え，２，０００平方メートル以内の

もの １１９，０００円 

 (7) ２，０００平方メートルを超え，１０，０００平方メートル以内



のもの ３４６，０００円 

 (8) １０，０００平方メートルを超え，５０，０００平方メートル以

内のもの ５８３，０００円 

 (9) ５０，０００平方メートルを超えるもの １，０６８，０００円 

５ 前項の床面積の合計は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該

各号に定める面積について算定する。 

(1) 建築物の建築をした場合（移転した場合を除く。） 確認等を受

けた建築物の計画（当該申請または通知に係る工事の完了に係る建

築物の計画に限る。）に係る建築物の床面積 

(2) 建築物の移転をし，または大規模の修繕もしくは大規模の模様替

えをした場合 確認等を受けた建築物の計画（当該申請または通知

に係る工事の完了に係る建築物の計画に限る。）に係る建築物の床

面積の２分の１ 

 第６０条の１３に次の１項を加える。 

７ 法第６条の２第１項（法第８７条の４または法第８８条第１項もし

くは第２項において準用する場合に限る。）の規定による確認または

法第１８条第４項（法第８７条の４または法第８８条第１項もしくは

第２項において準用する場合に限る。）の規定による審査を受けた建

築設備の計画に係る建築設備の設置の工事の完了または工作物の計画

に係る工作物の築造の工事の完了について，法第７条第１項（法第87

条の４または法第８８条第１項もしくは第２項において準用する場合

に限る。）の規定による検査の申請または法第１８条第２０項（法第

８７条の４または法第８８条第１項もしくは第２項において準用する

場合に限る。）の規定による通知をしようとする者は，前項に規定す

る手数料を納めるほか，申請または通知の際に，建築設備１基または

一の工作物につき，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，当該各号に

定める額の手数料を納めなければならない。 

 (1) 建築設備を設置した場合 ８，８００円 

 (2) 工作物を築造した場合 ７，９００円 

 第６０条の１３を第６０条の１４とし，同条の次に次の１条を加える。  



 （建築物エネルギー消費性能基準に適合させなければならない建築物  

 に関する完了検査申請等手数料） 

第60条の15 法第７条第１項の規定による検査の申請または法第１８条

第２０項の規定による通知をしようとする者は，申請または通知に係

る建築物の計画に係る建築物（法第６条の４第１項第３号に掲げる建

築物を除く。以下この条において同じ。）が建築物エネルギー消費性

能基準（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成27

年法律第５３号）第２条第１項第３号に規定する建築物エネルギー消

費性能基準をいう。）に適合させなければならないものである場合は，

前条第１項または第２項に規定する手数料を納めるほか，申請または

通知の際に，申請または通知１件につき，次の各号に掲げる建築物の

区分に応じ，当該各号に定める額の手数料を納めなければならない。  

(1) 工場，倉庫その他の用途であつて，一次エネルギー消費量（建築

物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成２８年経済産業省

令・国土交通省令第１号）第１条第１項第１号イに規定する一次エ

ネルギー消費量をいう。）の算定の対象とならないものとして市長

が認めるもの（次号において「工場等」という。）の用途の建築物  

  次に掲げる建築物の建築（移転を除く。同号において同じ。）に

係る部分の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定める額  

ア 床面積の合計が１００平方メートル以下のとき ５，３００円 

イ 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メート

ル以下のとき ６，１００円 

ウ 床面積の合計が２００平方メートルを超え，３００平方メート

ル以下のとき ６，７００円 

エ 床面積の合計が３００平方メートルを超え，１，０００平方メ

ートル以下のとき ８，０００円 

オ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平

方メートル以下のとき １０，０００円 

カ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，５，０００平

方メートル以下のとき ２３，０００円 



キ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え，１０，０００

平方メートル以下のとき ３４，０００円 

ク 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え，2 5 , 0 0 0 

 平方メートル以下のとき ４１，０００円 

ケ 床面積の合計が２５，０００平方メートルを超えるとき  

  ５１，０００円 

(2) 工場等以外の用途の建築物 次に掲げる建築物の建築に係る部分

の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定める額  

ア 床面積の合計が１００平方メートル以下のとき ８，１００円 

イ 床面積の合計が１００平方メートルを超え，２００平方メート

ル以下のとき １１，０００円 

ウ 床面積の合計が２００平方メートルを超え，３００平方メート

ル以下のとき １５，０００円 

エ 床面積の合計が３００平方メートルを超え，１，０００平方メ

ートル以下のとき １７，０００円 

オ 床面積の合計が１，０００平方メートルを超え，２，０００平

方メートル以下のとき ２０，０００円 

カ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，５，０００平

方メートル以下のとき ３６，０００円 

キ 床面積の合計が５，０００平方メートルを超え，１０，０００

平方メートル以下のとき ４９，０００円 

ク 床面積の合計が１０，０００平方メートルを超え， 2 5 , 0 0 0

平方メートル以下のとき ５８，０００円 

ケ 床面積の合計が２５，０００平方メートルを超えると き 

  ６９，０００円 

 第６０条の１２の次に次の１条を加える。 

 （仕様基準に適合することの確認を受ける場合の確認申請等手数料） 

第60条の13 法第６条第１項の規定による確認の申請または法第１８条

第２項の規定による通知をしようとする者は，申請または通知に係る

建築物の計画に係る建築物（法第６条の４第１項第３号に掲げる建築



物を除く。以下この条において同じ。）の建築（移転を除く。第２号

において同じ。）が仕様基準（建築物のエネルギー消費性能の向上等

に関する法律施行規則（平成２８年国土交通省令第５号）第２条第１

項第１号イまたはロに掲げる基準をいう。）に適合することの確認を

受ける場合は，前条第１項に規定する手数料を納めるほか，申請また

は通知の際に，申請または通知１件につき，次の各号に掲げる建築物

の住戸の戸数の区分に応じ，当該各号に定める額の手数料を納めなけ

ればならない。 

(1) 住戸の戸数が１のとき ２０，０００円 

(2) 住戸の戸数が２以上のとき 次に掲げる建築物の建築に係る部分

の床面積の合計の区分に応じ，それぞれ次に定める額 

ア 床面積の合計が３００平方メートル以下のとき ３５，０００

円 

イ 床面積の合計が３００平方メートルを超え，２，０００平方メ

ートル以下のとき ５７，０００円 

ウ 床面積の合計が２，０００平方メートルを超え，５，０００平

方メートル以下のとき １００，０００円 

エ 床 面 積 の 合 計 が ５ ， ０ ０ ０ 平 方 メ ー ト ル を 超 え る と き 

  １４９，０００円 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６０条の１２，第６０条の１４および第６０条の１６の

規定は，この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後にあっ

た申請または通知に係る手数料について適用し，施行日前にあった申

請または通知に係る手数料については，なお従前の例による。  

３ 改正後の第６０条の１３の規定は，施行日以後にあった申請または

通知に係る手数料について適用する。 

４ 改正後の第６０条の１５の規定は，施行日以後に着手した工事に係



る建築物に関する検査に係る手数料について適用する。  


